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平成21年11月９日（月曜日）

午前10時00分開会

会議に付した案件

○概要説明

商工観光労働部

１．宮崎県地域産業集積・活性化基本計画

について

環境森林部

１．県内の林業における雇用の状況について

２．県内の木質バイオマスの活用について

３．オフセット・クレジット制度（Ｊ－ＶＥＲ）

について

４．国内クレジット制度について

○協議事項

１．次回委員会について

２．その他

出席委員（12人）

委 員 長 満 行 潤 一

委 員 外 山 三 博

委 員 野 辺 修 光

委 員 中 野 廣 明

委 員 横 田 照 夫

委 員 宮 原 義 久

委 員 松 田 勝 則

委 員 長 友 安 弘

委 員 権 藤 梅 義

委 員 濵 砂 守

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 坂 口 博 美

欠席委員 （１人）

副 委 員 長 黒 木 正 一

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 渡 邊 亮 一

商工観光労働部次長 持 原 道 雄

企業立地推進局長 矢 野 好 孝

部参事兼商工政策課長 古 賀 孝 士

工 業 支 援 課 長 森 幸 男

企業立地推進局次長 山 口 俊 匡

環境森林部

環 境 森 林 部 長 吉 瀬 和 明

環 境 森 林 部 次 長
豊 島 美 敏

（ 総 括 ）

環 境 森 林 部 次 長
黒 木 由 典

（ 技 術 担 当 ）

部参事兼環境森林課長 飯 田 博 美

計 画 指 導 監 水 垂 信 一

部参事兼環境管理課長 堤 義 則

自 然 環 境 課 長 河 野 憲 二

森 林 整 備 課 長 徳 永 三 夫

山村・木材振興課長 森 房 光

木 材 流 通 対 策 監 小 林 重 善

事務局職員出席者

政策調査課主任主事 池 田 憲 司

政 策 調 査 課 主 幹 河 野 龍 彦

○満行委員長 ただいまから景気・雇用対策特

別委員会を開会いたします。

先日は、県外調査、大変御苦労さまでした。

まず、本日の委員会日程についてでありますが、

お手元に配付の日程表案をごらんください。

まず、商工観光労働部に今後の企業立地推進

の取り組みとしまして、平成24年度までの５カ

年の計画をまとめております宮崎県地域産業集
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積活性化基本計画について説明をいただきま

す。次に、環境森林部に、県内の林業における

雇用の状況をはじめ、本県林業の振興や新たな

産業の創出にもつながると考えられます県内の

木質バイオマスの活用、林業における新たな制

度等について説明をいただきます。県外調査に

おきまして、財団法人日本立地センターあるい

は真庭市で伺った話を踏まえながら、活発な議

論をいただければありがたいと思います。その

後に委員協議をお願いしたいと思いますが、そ

のように取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 では、そのように決定いたしま

す。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時２分休憩

午前10時４分再開

○満行委員長 委員会を再開いたします。

商工観光労働部においでいただきました。そ

れでは、概要説明をお願いいたします。

○渡邊商工観光労働部長 おはようございま

す。商工観光労働部でございます。本日は、お

配りしております資料の下のほうに目次があり

ますが、宮崎県地域産業集積・活性化基本計画

につきまして御説明させていただきます。担当

局次長より御説明いたしますので、よろしくお

願いいたします。

○山口企業立地推進局次長 それでは、宮崎県

地域産業集積・活性化基本計画について御説明

をいたします。

まず、資料でございますが、委員会資料の１

ページと２ページに計画の概要を取りまとめて

おります。基本的にはこちらで説明をさせてい

ただきたいと思いますが、資料の４ページ以降

に基本計画そのものをおつけしております。必

要に応じてこちらもごらんいただきたいという

ふうに考えております。

それでは、委員会資料の１ページをごらんく

ださい。

まず、１の計画の位置づけでございますが、

平成19年６月に施行されました「企業立地の促

進等による地域における産業集積の形成及び活

性化に関する法律」、通称「企業立地促進法」

と呼ばれておりますが、この法律に基づきまし

て策定をした計画でございます。本県が今後ど

のような産業を集積・活性化していくかを定め

た、本県の企業立地におけるマニフェストに相

当する計画というふうに考えております。

この計画の策定に当たりましては、平成19

年10月に産・学・官によります宮崎県地域産業

活性化協議会を設置いたしまして、基本計画の

策定作業を進めたところでございます。協議会

の構成員といたしましては、県、全市町村、産

業振興にかかわりの深い宮崎大学などの学術機

関、宮崎県商工会議所連合会などの県内経済団

体、宮崎県産業支援財団、宮崎県ソフトウェア

センターの40団体となっております。この計画

案につきましては、平成20年２月に開催をいた

しました協議会総会で取りまとめを行いまし

て、国に同意申請を行い、同年３月25日に経済

産業省ほか関係省庁から同意を得たものであり

ます。

次に、２の計画策定のメリットでございます。

詳細につきましては後ほど御説明をいたします

が、立地企業の設備投資に対する課税の特例措

置や、自治体への地方交付税による減収補てん

のほか、計画に基づく企業立地活動や人材育成

に対する国の補助など、各種の支援を受けるこ

とができます。これらの支援は、当面の目標で
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ございます新規立地企業100社の実現に向けて

も大きな効果があるものと考えております。ま

た、協議会の構成員であります県、市町村、関

係機関・団体それぞれが共通の目的を持ちまし

て、効果的な企業誘致活動を展開することがで

きるものと考えております。

３番の計画の概要についてでございます。こ

の計画の概要につきましては、企業の立地を図

ります集積区域、集積する業種について取りま

とめを行っております。これにつきましては、

基本計画本体で御説明をさせていただきたいと

思いますので、恐縮ですが、ページをめくって

いただきまして基本計画の１ページをお開きい

ただきたいと思います。ここに既存の産業集積

の状況等記載をいたしておりますが、これらを

統合いたしまして、区域、業績、営業種等を指

定しておりますので、本文で御説明をさせてい

ただきます。

県内では、地区ごとに特色ある産業集積が形

成をされております。まず、延岡市、日向市を

中心とする県北地区におきましては、旭化成を

中心に、東九州随一の工業地域として発展をし

てまいりました。その旭化成グループの事業分

野は、時代とともに、繊維、化学中心から医療

分野や電子分野にまで拡大・変遷しており、こ

れに伴いまして、周辺の関連企業の構造転換も

進んでいるところでございます。また、細島港

に隣接して広大な工業用地を有する細島工業団

地を中心に産業集積が進み、内陸部においては、

食品加工や木材加工等の製造業が中心となった

産業集積が見られております。

次に、宮崎市を中心とする県央地区でござい

ますが、ここはテクノポリス法や頭脳立地法の

指定を受けまして、先端技術産業や産業支援

サービス業を中核としました産・学・住が一体

となったまちづくりが展開されてまいりまし

た。この結果、宮崎沖電気を初めとする電子部

品・デバイス関連企業や、バクスター、ワコー

ケミカルなどの医療用機器関連企業の集積が進

みましたほか、ホンダロック、宮崎アスモなど

の自動車関連企業も立地しているところでござ

います。さらに、近年におきましては、トラン

スコスモスシー・アール・エム宮崎、デルなど、

コールセンターを中心としますＩＴ関連企業の

立地が進みますとともに、昭和シェルソーラー

の立地に伴い、太陽電池等の環境・エネルギー

の分野にも幅が広がっております。

２ページをお開きいただきたいと思います。

中段の上のほうでございますが、都城市を中心

とする県西地区におきましては、自動車関連企

業として住友ゴム工業が立地するほか、焼酎な

どの酒類製造業や、畜産食料品製造業、家具・

装備品製造業などの地域資源を活かした地場産

業が集積するとともに、全国有数の大規模な農

業生産法人が事業展開を行っている地区でござ

います。また、えびの地区は、鹿児島県内に立

地する半導体関連企業との取引も多く、電子部

品関連の産業集積が進んでいるほか、高速道路

網の結節点という立地特性を踏まえまして、豊

かで良質な水源を活かし、清涼飲料水の工場な

どが立地をしております。

また、日南市を中心とする県南地区におきま

しては、木材と水という地域資源を活かしまし

て、王子製紙を中心とした紙・紙加工品製造業

が立地するほか、食料品及び木材・木製品関連

製造業が多く立地しております。

西都・児湯地区におきましては、児湯食鳥や

農協果汁が立地するなど、食品関連製造業の集

積が進んでいるほか、自動車関連企業も複数立

地をしております。
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これら既存の産業集積の状況などを踏まえま

して集積区域を設定いたしております。６ペー

ジをお開きいただきたいと思います。６ページ

に、集積区域を設定した理由について掲載をし

ておりますが、本計画におきましては、ほぼ全

県的に区域を指定しております。その考え方に

ついて掲載をいたしております。集積区域は、

厳しい地域経済状況のもと、企業立地の促進に

よる地域経済の活性化及び雇用の拡大は、県全

体の最重要かつ緊急の課題となっております。

産業集積の状況を見ましても、本県には、農林

水産業を中心とした豊かな地域資源を活用する

資源が県内全域に立地しますとともに、中核と

なる企業を中心に、地域ごとに特色ある産業集

積が点在をしており、さらに、東九州自動車道

などの高速道路網の整備に伴いまして、県内の

経済的・社会的一体性を高める条件が整いつつ

ある状況でございます。このようなことから、

企業立地促進法における国の支援措置を効果的

に活用し、企業立地を促進するために、各地域

ごとの計画ではなく、県全体を網羅する計画と

いうことで策定をしたところでございます。

なお、計画策定に当たりましては、事前に全

市町村の意向を確認いたしましたところ、西米

良村、諸塚村、椎葉村、日之影町の４町村につ

きましては、一定規模以上の工業用地の確保が

困難ということから、この４町村を除く24市町

村に集積区域を設定したところでございます。

次に、集積業種でございます。７ページをお

開きいただきたいと思います。本計画では、産

業集積を図る業種ということで４つの業種を指

定しております。７ページに書いてございます、

まず、輸送機械関連産業でございます。これは、

自動車及び航空機などの輸送用機械及びそれに

かかわる製品、生産設備等を製造する業種でご

ざいます。

８ページをお開きいただきたいと思います。

指定する理由について記載をいたしておりま

す。輸送機械関連産業を指定した理由といたし

ましては、これまで、ホンダロックや住友ゴム

工業といった自動車関連企業や、宮崎ジャムコ

などの航空機関連企業が立地しているものの、

物流面でのハンディもあり、十分な産業集積が

形成されているとは言えない状況であります

が、東九州自動車道の整備の進展に伴いまして、

物流環境の大幅な改善が期待されているところ

であります。このため、自動車メーカーの集積

が進んでおります北部九州との連携や、東九州

自動車道の整備進捗に伴う物流環境の改善を活

かして、自動車関連産業や航空機関連産業の新

たな集積と既存企業の事業拡大を図ることとし

ております。

２つ目が、電子・精密関連産業でございます。

８ページから９ページにかけて記載をいたして

おります。これは、半導体関連、太陽電池モ

ジュールなどの電子部品・デバイスや電気機

械、デジタルカメラや医療用機器などの精密機

械及びそれにかかわる製品・設備等を製造する

業種でございます。

９ページの後半に記載してございますが、電

子・精密関連産業を指定する理由でございま

す。県央地区を中心に、電子部品・デバイス及

び電気機械関連企業が集積をしており、県西地

区や県北地区の旭化成におきましても、電子分

野のエレクトロニクスが成長分野となっている

ことが挙げられます。精密機械関連企業といた

しましては、西都・児湯地区にデジタルカメラ

製造の宮崎ダイシンキャノンの立地があり、特

に、宮崎の特徴とも言うべき分野であります医

療用機器の分野において、県央地区のバクス
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ターやワコーケミカルに加え、県北地区におい

て、旭化成クラレメディカルや東郷メディキッ

トなどの集積が進んでおります。このようなこ

とから、本県で既に一定規模の集積が進んでお

ります電子部品・デバイス関連産業や医療用機

器などの精密機械関連産業のさらなる集積と既

存企業の事業高度化を図ることといたしており

ます。

３つ目が、バイオ関連産業でございます。10

ページをごらんください。これは、宮崎県で生

産されます豊富で良質な農林水産資源や水資源

を活用しました食品関連産業や木材関連産業、

及びバイオテクノロジーの応用が見込まれます

健康・医療分野、環境・エネルギー分野等にか

かわる製品・設備等に関する業種でございま

す。

バイオ関連産業を指定した理由といたしまし

ては、まず、本県が全国有数の農業県であると

ともに、水資源にも恵まれていることから、食

肉加工工場、飲料工場、焼酎工場等の食品関連

産業が全県的に集積が進んでおりまして、食の

安全・安心に対する関心が高まる中、食品関連

産業が県の産業として、これまで以上に重要な

役割を果たすことが期待されていることが挙げ

られます。また、本県は全国的にも有数の森林

県でございます。豊かな森林資源を活用した地

場産業や紙製品などの産業が盛んであります。

また、地球温暖化対策として森林資源の有効活

用が注目をされており、木質バイオマス発電の

ような環境・エネルギー分野での新たな取り組

みにも大きな期待が持たれるところでございま

す。さらに、本県には、豊富な農林水産資源を

もとに、醸造、発酵等の伝統的バイオテクノロ

ジーを活用しました産業が古くから数多く立地

をしております。また、機能性食品や医薬品、

化粧品など健康・医療分野における研究開発も

進んできております。

このようなことから、健康・医療分野におけ

る本県の豊富な農林水産資源を活用しました食

品関連産業や木材関連産業の高付加価値化、ま

た、産業関連事業等で研究を続けておりますバ

イオテクノロジー分野の応用が見込まれており

ます健康・医療、また、環境エネルギー関連産

業などの新事業創出を通じまして、関連産業の

集積拡大を図りたいと考えております。

最後になりますが、４つ目がＩＴ関連産業で

ございます。11ページの下のほうでございます。

こちらに記載しておりますが、これは、コール

センターやソフトウエア開発、データセンター

運営、コンテンツ作成など、インターネットを

中心とする各種情報通信基盤や情報通信技術を

活用して商品・サービスを提供する業種でござ

います。

指定しました理由といたしましては、近年、

本県には、コールセンターの立地が進展してお

り、これらの企業が立地した要因といたしまし

て、良質な労働力、県内に整備された高速情報

通信インフラ、空港から市街地への近接性など

が挙げられております。また、本県の豊かな住

環境は、ＩＴ関連産業特有のテクノストレス解

消の観点からも評価をされており、このような

本県の住環境や高速情報通信インフラ、空港へ

の近接性を活かして、コールセンター、ソフト

ウエア開発産業などの新たな集積と既存企業の

活性化を図ることとしております。

以上のようなことで４つの業種を指定したと

ころでございます。

続きまして、１ページを改めてお開きくださ

い。（３）の計画期間及び（４）の成果目標に

ついてでございます。この計画につきましては、
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同意の日から平成24年度末までの５年間の計画

ということにいたしております。目標値といた

しまして、企業誘致件数125社、最終雇用予定

者数5,000人といたしております。これは、新

みやざき創造計画で目標設定しております新規

立地企業100社との整合性をとることから、平

成19年度の目標でございました新規立地件数25

社を５年間に引き延ばしまして125社としてお

ります。また、最終雇用予定者数につきまして

も、計画策定時に目標としておりました単年

度1,0 0 0人をもとにいたしまして、５年間

で5,000人としたものでございます。

次に、製造品出荷額につきましては、国から

最低でも、別の基準がございますが、付加価値

額を５％伸ばすように求められておりますこと

から、これにあわせまして、製造品出荷額につ

きましても、５％増、金額で634億円の増額を

目標としたところでございます。

次に、（５）の目標達成に向けた主な取り組

みについてでございます。工業団地等の産業用

共用施設等の整備や人材育成の確保、また、企

業の技術高度化支援あるいは戦略的な企業誘致

活動の推進などの施策につきましては、関係機

関・団体と連携をして進めることといたしてお

ります。

次に、２ページをお開きいただきたいと思い

ます。４の主な国の支援措置について御説明を

いたします。

まず、（１）の事業者への支援でございます。

この支援につきましては、集積区域に立地した

企業が、県に対しまして、立地計画や高度化計

画の申請を行いまして、その承認を受けること

が必要となります。この立地計画と高度化計画

の違いでございますが、簡単に申し上げますと、

新規の立地あるいは工場の増設など建屋の建設

を伴うものが立地計画、建屋の建設をせずに生

産性を向上させるために設備の導入を行うもの

が高度化計画というふうになっております。

次に、①の国税の特別償却につきましては、

償却資産に対しまして、通常の減価償却に加え

まして、建物等８％、機械装置の15％について

特別償却を認めております。また、償却を認め

るに当たりましては、それぞれに取得価格等の

要件が設定をされております。しかし、米印に

ございますように、農林水産関連業種につきま

しては、地域の主要産業であります農林水産業

を支え、その活性化を図ります商工業の企業立

地を促進していくということを目的に、投資規

模要件が引き下げられているところでございま

す。

次に、②の地方税の減税についてでございま

す。減免の要件や率などにつきましては、各自

治体がそれぞれ設定をするものでありますが、

県におきましては、不動産取得税の課税免除を

実施いたしております。各市町村におきまして

は、固定資産税の減免を実施しております。現

在のところ12の市町村で減免措置を行ってお

り、12の市町村がただいま検討中というところ

でございます。

次に、③の政府系金融機関による超低利金融

制度の活用についてであります。これは、企業

が必要な設備資金や運転資金について日本政策

金融公庫から借り入れる際に、低利で融資を受

けることができることになっております。

次に、（２）自治体への支援でございます。

まず、①の地方税減収分に対する補てん措置

でございますが、企業立地計画に基づく地方税

減免を実施した自治体に対しまして、土地、建

物分の減収額の75％について普通交付税による

減収補てんを実施するものであります。
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次に、②の地方税増収分に係る特別交付税措

置でありますが、固定資産税の増収分の５％に

つきまして、その市町村に対し特別交付税措置

を実施するものであります。

次に、（３）その他の支援でございます。こ

れは、協議会の構成員が実施する事業に対する

支援というふうになっております。

まず、①の人材育成研修事業等への補助でご

ざいますが、宮崎県ソフトウエアセンターと県

と連携をいたしまして、三次元ＣＡＤ研修など

物づくり人材の育成や、プログラミング技術者

やネットワーク構築エンジニアなどの人材の養

成事業を行っております。

また、②の貸し工場・研修施設等整備費への

補助でございますが、現在のところ実施の予定

はございません。

次に、③企業誘致活動への補助でございます。

これにつきましては、宮崎県産業支援財団と県

が連携をいたしまして、東京、大阪、名古屋、

福岡に、合計５名の企業誘致コーディネーター

を配置いたしまして、重点的な企業訪問活動を

展開いたしております。

次に、５の計画の達成状況でございます。主

な成果目標についてでありますが、誘致件数に

つきましては、目標の125件に対しまして、本

日現在で40件となっております。これは計画が

約５年間でございますが、現在、19カ月を経過

しております。達成率といたしましては32％と

いうことになります。最終雇用予定者数につき

ましては、目標の5,000人に対しまして、現

在2,669人となっております。同じく達成状況

で申しますと53％となっております。これにつ

きましては、昭和シェルソーラーなど大規模な

雇用を伴います企業の立地によるものでござい

ます。

次に、製造品出荷額増加額でございますが、

目標は634億円となっておりますが、未集計と

いうことにしております。これは、平成20年の

工業統計の速報値が10月30日に発表されており

ますが、地域や業種を絞っております関係で、

詳細な集計及び分析は、来年３月の発表の確定

値まで待つことになりますので、未集計とさせ

ていただいております。

なお、参考までに申し上げますと、18年度の

製造品出荷額につきましては、１兆3,320億円

になります。20年度の速報値では１兆4,072億

円となっておりまして、県全体では752億円の

増額となっております。地域や業種など詳細な

数値が出た段階で改めて対応したいというふう

に考えております。

最後になりますが、立地計画、高度化計画の

承認件数についてであります。立地計画につき

ましては、現在15件、高度化計画につきまして

は、現在３件の承認を行ったところであります。

少し長くなりましたけれども、私からの説明

は以上でございます。

○満行委員長 執行部の説明が終わりました。

商工観光労働部は、少子化・子育て支援対策特

別委員会にも呼ばれておりますので、10時50分

ごろをめどに委員の皆さんには御協力をお願い

したいと思います。それでは、御意見、質疑等

ございましたら、お願いいたします。

○長友委員 計画の２年目にして大変な成果が

上がっているような感じがいたします。雇用

の2,669人、主な内訳というか、大体どんなと

ころが多かったのかというのはわかりますか。

それとも小刻みになっていったものなのか。

○山口企業立地推進局次長 2,669名の主な内

訳ですね。まず、一番大きいのが、昭和シェル

ソーラーが立地をいたしました。これが約800
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名ということになっております。また、ダイシ

ンキャノンが増設で300名、ヤマトコンタクト

サービス、これは情報サービス業でございます

が、最終雇用で250名ということになっており

ます。それ以外にも、延岡市に立地をいたしま

したセンコウビジネスサポートが100名の雇用

を予定しております。そういった大型の案件が

ございまして、最終的にこのような数字になっ

ております。

○長友委員 高速道の全面開通とも符節を合わ

せるような感じになっておるんですけれども、

それからいきますと、この成果目標、何とかク

リアできそうな感じというふうにとらえられて

いますか。

○山口企業立地推進局次長 最終雇用につきま

しては、今53％ということで、可能性はあると

いうふうに考えておりますが、ただ、立地件数

につきましては、昨年秋以降の非常に経済状況

が厳しい中でございますので、件数的にはなか

なか厳しいものもあるというふうに考えており

ます。製造品出荷額につきましても、20年度実

績として、県全体の数字では目標額634億とい

うのを上回った数字でありますけれども、これ

を業種、地域別に分析しますと、若干届いてい

ないのではないかというふうに考えておりま

す。加えまして、先ほども申し上げましたけれ

ども、こういった経済状況でございますので、

今年度はまた厳しい数字が来年出るのではない

かというふうに考えております。ただ、最終目

標は24年度でございますので、１社でも多く立

地をいたしまして、目標に達するように精いっ

ぱい頑張っていきたいというふうに考えており

ます。以上でございます。

○満行委員長 ほか、ございませんか。

○松田委員 長友委員の質問に関連して伺いま

す。今、雇用の2,669名、トップ３が、昭和シェ

ルさん、キャノンさん、ヤマトさんということ

でお伺いいたしました。そのうちの市町村の構

成と申しましょうか、どの地域でどれだけの雇

用が生まれたというようなデータはありますで

しょうか。ありましたらお教えください。

○山口企業立地推進局次長 申しわけありませ

ん。人数については集計しておりませんけれど

も、立地件数40件、この内訳につきましては、

県北で５件、県央で16件、県西で14件、県南で

１件、西都・児湯で４件。加えて、業種別に見

てみますと、輸送機械で５件、電子・精密で７

件、バイオ関係、これは食品が多かったもので

すから、22件というふうに多くなっております。

最後にＩＴ関係で６件というような内訳になっ

ております。以上です。

○宮原委員 また関連してしまうかと思います

が、今、2,669名の新規に雇用が生まれるとい

うことですが、正職員、契約社員、そういった

ところの比率というのはどういうふうになって

いるんでしょうか。

○山口企業立地推進局次長 2,669名、これは

最終雇用になりますけれども、最終的に雇用保

険等に入られる方ですね、常用・県内雇用とい

うことで考えておりますが、その方々をおおむ

ね考えておりますけれども、最終的に企業の状

況で、常勤なのか、パートで対応するのか、こ

の集計の段階では明確には数字がつかめており

ません。企業に対しては、ぜひすべて常勤の県

内雇用でお願いしたいということでお願いをし

てきているところでございます。ただ、これま

での実績等見ますと、おおむね６割ぐらいが常

用雇用だったというふうに記憶をしておりま

す。現状ではその辺の数字が不明ということで

ございます。
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○宮原委員 24市町村が対象地域ということ

で、４つの地域は山間地でもあるということは

わかるんですが、これは、計画を立てる段階で

市町村のほうから、うちにはこういう土地があ

りませんということだったのか、そのあたりに

ついてお聞かせをいただきたいと思います。

○山口企業立地推進局次長 まず、この計画策

定に当たりましては、全市町村参加をしていた

だいております。計画策定に当たりましていろ

んな協議をさせていただきますが、この４町村

からは、適当な用地が確保しづらいということ

で、町村からの申し出もありまして計画から外

しております。ただ、計画から外れたといいま

しても、企業立地につきましては、近隣市町村

に対する経済効果、雇用効果は非常に大きいも

のがございますので、これらの町村につきまし

ても、引き続き近隣市町村と連携をして、少し

でも近くの市町村で立地があれば、あわせてい

ろんないい影響が受けられるように、連携して

対応していきたいというふうに考えておりま

す。

○外山三博委員 この活性化基本計画とは直接

は関係ないんですが、いいですか。景気に関す

ること。この説明に関しての今、質疑ですか。

○満行委員長 それを先にしたいんですけど。

○外山三博委員 それじゃ、後で。

○濵砂委員 平成20年３月25日から５年間とい

うことなんですが、誘致をして、現在までに倒

産なりリストラ等の会社はないですか。

○山口企業立地推進局次長 この計画を実施し

て40社というふうに申し上げましたけれども、

倒産という企業はございません。ただ、１社、

資金繰り等の関係もございまして、予定してい

た操業時期よりも若干おくれている企業はござ

います。倒産等はございません。以上です。

○濵砂委員 富士通の後の日立はこの中に入っ

ているんですか。

○山口企業立地推進局次長 日立プラズマディ

スプレイの後といいますと、昭和シェルでござ

いますか。

○濵砂委員 いや、増築分。

○山口企業立地推進局次長 入っておりませ

ん。

○濵砂委員 20年度以降は対象にはなっていな

いんですね。

○山口企業立地推進局次長 これが20年の３

月26日からでございますので、これは入ってお

りません。

○濵砂委員 キャノンあたりも大分人員整理を

したという話を聞いたんですが、その辺はな

かったんですか。

○山口企業立地推進局次長 キャノンにつきま

しては、当初増設ということで、300名余りの

雇用人員予定が来ていたんですが、これにつき

ましても、早いうちからかなりの雇用をしてい

ただいておりまして、その辺の人員整理等につ

いてのお話は伺っておりません。

○矢野企業立地推進局長 キャノンにつきまし

ては300名の予定でしたけれども、実際は400名

近く、予定以上に採用しております。

○山口企業立地推進局次長 済みません、訂正

をさせていただきます。先ほど操業がおくれて

いる案件が１件あるというふうに申し上げまし

たけれども、どうしても資金繰りがつかないと

いうことで、断念を１社しております。以上で

ございます。

○濵砂委員 先ほどの関連もあるんですが、西

米良村をはじめ４町村が対象外になったという

ことなんですが、バイオ関連産業の特に木材、

飲料、この辺はどうなんですか。かえって立地
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条件的にはこういうところのほうが、輸送コス

トを考えればそうですが、原料調達等を考える

と有利なところもあるんじゃないかと思うんで

すが、その辺は検討はなされたんですか。

○山口企業立地推進局次長 バイオ関係につい

ては、各市町村全部入っていますので、その辺

の検討もされたと思います。ただ、立地するに

当たりましても、先ほど申し上げましたけれど

も、除かれた４町村の近隣地域で例えばある程

度の工業用地が見込めるとか、そういったとこ

ろへの立地になるのではないかと。ただ、おっ

しゃるとおり、可能性としては、条件が整えば

そういった木材関連はあると思います。ただ、

今、計画の段階ではなかなか厳しいということ

と、市町村のほうもその辺は、ちょっと用地が

ということがあったところでございます。

○濵砂委員 もう一点。昭和シェルですよ、い

ろいろ雇用の問題で今宣伝がされていますが、

今後の採用見込みとしてはどうですか。800名

は既に採用しているということなんですか。

○山口企業立地推進局次長 これは最終雇用予

定者数ですので、昭和シェルにつきましては、

今、日立プラズマディスプレイの跡地の設備等

の撤収等を行っているところだと思いますが、

今年度末ぐらいから設備の入れ込み等が始まり

ます。ある程度形が整ってからの新たな雇用と

いうことになると思います。何名か雇用してい

るかもしれませんけれども、大がかりな雇用と

いうのはまだ先になるものというふうに考えて

おります。

○矢野企業立地推進局長 シェルにつきまして

は800名ですが、400名は日立プラズマディスプ

レイからで、一たん解雇になりますけど、採用

するということです。今後の流れですけれども、

まず、12月の22日が、日立からシェルへ物件を

直接引き渡しをする予定日になっております。

シェル側は、来年の１月中旬に新しい建物等を、

あの土地の中、139ヘクタールありますけれど

も、あの中に２棟ぐらい倉庫とか生産棟を建て

る予定でございます。来年の末か再来年の１月

ぐらいには稼働させたいという希望を持ってお

ります。これは市場次第ではもっと早まる可能

性もありますけれども、そういう計画は聞いて

います。それと、雇用につきましては、来年の

後半、夏以降ぐらいに採用を開始するだろうと

いうふうな計画を聞いております。

○濵砂委員 確認ですが、半分の400人を一応

解雇して継続雇用すると、再雇用すると。あ

と400人が新規雇用ということで考えていいん

ですね。

○矢野企業立地推進局長 そういうことでいい

と思います。

○前屋敷委員 誘致企業の件数が125件の目標

で40件とありますが、誘致企業の状況について

は、いろいろ課のほうからお知らせをいただく

んですけど、県外からの誘致企業とあわせて、

県内企業を支援して誘致企業の体制をとって支

援するというのがありますが、県内で新たなそ

ういう規模拡大であるとか、操業するというこ

とでの誘致企業になった件数というのは何件で

すか。

○山口企業立地推進局次長 ちょっと数字を確

認させていただきます。後ほど数字は答えさせ

ていただきます。

○前屋敷委員 といいますのも、県外からの誘

致企業も確かに必要なんですけど、やはり県内

の地元の企業が大いに元気づいていただいて、

そこから新たな雇用といいますか、それこそ地

元の人たちを雇用していただくということであ

れば、さらに頑張って、今いろいろ解雇の問題
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とかありますけれども、そういった点でも、地

元に根づいた企業であれば、そう簡単な解雇な

どということにもならないように頑張れるとい

うこともあったりして、地元の企業も同じよう

に支援をするという方向も強めることが必要か

なというふうに思っているものですから、お聞

きしたところです。

○矢野企業立地推進局長 企業誘致に当たりま

しては、常に産業構造とか宮崎県の強みを考え

ながら誘致をします。先端企業はもちろん地元

に影響する業種として必要なわけで、地元の技

術の底上げとか高度化にも必要ですし、関連企

業の立地も見込めるわけです。一方では、その

業種だけになると構造的な不況が出てくるとい

うことがあります。そういうことで、例えば、

うちの県で強い食品関係も力を入れていこうと

いうこともあります。それと特徴づけられる医

療関係ですね、医療と食品は先端企業ほど企業

経営として利益は高くないんですけど、堅調に

成長していく業種というぐあいに認識しており

ます。そういうことはしっかり認識した上でや

ります。

それと、企業立地促進法ができるとき、国の

ほうもそう言っておりましたし、工業立地法で

の調査を見ますと、一番立地の比率が高いのは、

本社もしくは自社工場に近いところに立地する

ことというものがあります。そういうこと等含

めまして、私どもも食品とか医療関係も力を入

れていきたい、そういうぐあいに考えていると

ころです。以上です。

○横田委員 指定集積業種についてですけど、

自動車関係は、今、間違いなくハイブリッドと

か電気自動車の方向を向いていると思うんで

す。先日の県外調査の中でも、今後は、バッテ

リー、蓄電池ですか、が非常に伸びしろが大き

い産業だというふうに説明を聞いたんですけ

ど、この中にバッテリー関係も入っているんで

すか。

○山口企業立地推進局次長 バッテリー関係に

つきましても網羅しております。太陽電池関連

企業、それに加えて、蓄電池関係についても業

種的に指定をしております。委員がおっしゃら

れましたとおり、自動車業界も変革のときで、

電気自動車、これから伸びていくんじゃないか

ということを言われていますけれども、そう

いったものを踏まえましても、蓄電池関連企業

がこれから大きく伸びてくるということで考え

ております。特にリチウムイオン電池につきま

しては、旭化成ケミカルズが細島の４区に立地

をしておりますけれども、リチウムイオン電池

の二次電池用セパレータについては、世界シェ

アの５割を誇るというような企業でございます

ので、こういった企業を中心にいろいろとまた

誘致を進めてまいりたいというふうに考えてお

ります。以上でございます。

○満行委員長 私のほうから、食品リサイクル、

エコフィードについて考え方をお聞きしたいん

ですけど、前回の委員会で、部長のほうから、

食品産業の集積に力を入れたいという発言、大

きく聞いたんですね。この基本計画には、バイ

オ関連、食に関する産業群というのが出ていま

す。私たちは、この前、東京の日本立地センター

に行ってお話を聞いたんですけれども、太陽電

池、食、森林というこの３つが本県では非常に

有望ではないかというふうに挙げておられまし

た。食品産業の集積というのは非常に有望だと。

これは部長もおっしゃっていたんですけれど

も、そのためにバックフィードというか、エコ

フィードの推進、残渣の処分というのが大変だ

と。食品リサイクル法も19年度に変わってかな
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り高いリサイクル率を求められる。行政もかん

でエコフィードというシステムをこの地域に根

づかせる。そのことが食品産業の立地促進にな

るんじゃないかという気はするんですが、この

基本計画ではそこのところがはっきり見てとれ

ないものですから、商工観光労働部長はどうい

う認識なのか、エコフィードの推進についてお

伺いしたいと思います。

○渡邊商工観光労働部長 食品産業の推進につ

きましては、前回の委員会でも申し上げました

が、本県の特徴を出すということで、今後特に

力を入れていきたいと。新エネルギー等の問題

もありますけど、我々としては、そういうもの

も組み合わせた形が一番ベストかなと思ってい

ます。

それと、もう一つ、残渣の問題ですけど、こ

れは食品産業を振興する上でセットで考えな

きゃいけないと我々は思っています。北海道あ

たりが非常に進んでおりまして、我々としても

そういう問題認識を持っておりまして、今後そ

のあたりは、産業支援財団あたりが産・学・官

でそれをテーマにして取り組んでいかなきゃい

けないと、私はそういう認識を持っています。

したがいまして、それもあわせて今後振興して

いきたいと思っております。

○山口企業立地推進局次長 先ほどの県外から

の新規という数字でございますけれども、40件

のうち県外からの新たな立地が10件ございま

す。県内企業が残る30ということになります。

そして、純粋に地場企業というのが30のうち

の16社、その他、既に誘致をされて、その誘致

企業が増設というのが14社、合計で40社という

ことになっております。以上でございます。

○満行委員長 基本計画についてそのほかにな

かったらその他に行きますが、よろしいでしょ

うか。では、その他で。

○外山三博委員 景気のことについてちょっと

お尋ねしたいんですが、国のほうは、底入れし

て多少上向いたかなというような表現ですね。

宮崎県の景気は、県としては現在どういう認識

ですか。

○渡邊商工観光労働部長 正直申し上げまして

好転していない。このあたりの考え方を申し上

げますと、雇用情勢が非常に悪いわけです。雇

用情勢が悪いということは新規投資に結びつい

ていないと。したがいまして、これが上向きに

上がっているということは、今はとても言えな

いんじゃないかという私の認識でございます。

有効求人倍率も９月末で0.38、また下がってお

ります。一番特徴的なのは、新規学卒者の雇用

・求人が昨年に比べて著しく劣っていまして、

このあたりが如実に出ていると。したがいまし

て、我々としましては、そのあたりの対策をど

ういうふうにやっていくのか。雇用を吸収する

という意味で企業誘致は非常に大事なわけでご

ざいますけど、吸収するまで若い人たちをどう

いう形で県内にとどめて次の雇用に結びつけて

いくのか。そのあたりの対策も非常に重要に

なっていると。今そういう認識でございます。

○外山三博委員 今、部長が言われたように、

有効求人倍率は0.4を切りましたね。0.38でしょ

う。非常に悪い。何で上がってこないのか非常

に気になるんですが、景気対策でいろんな雇用

のための助成をして手を打ちましたね。これは

何か効果は出ておるんですか。何も出ていない

ような気がするんだけど、どうですか。

○渡邊商工観光労働部長 出てなければさらに

悪かったというふうに私は解釈したいと思いま

す。これがなければさらにひどい状況になる。

今、基金事業が２つあります。長期の基金事業
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と短期の基金事業でございますけど、長期のふ

るさと基金、こっちのほうはもう３年間の見込

みが立ちまして、短期のほうはまだ立っており

ませんけど、いずれにしても非常に需要が多い

と。それだけ危機感が強いということだろうと

思います。

○外山三博委員 私も同じような現状認識なん

です。部長が言われたように、非常に悪いとい

う現状を認識しておられるわけですから、長期

的な雇用対策、短期的な雇用対策、その辺を相

当突っ込んで検討して実施に移していかない

と、本当にどうもならん状況ですね。そのこと

だけ言っておきます。

○長友委員 これは教育委員会の所管になるか

と思うんですけれども、高卒者の新規採用が悪

いというのが全国的に流れましたけれども、こ

れは皆さん方はどういうふうにとらえていらっ

しゃいますか。

○渡邊商工観光労働部長 やはり企業が事業拡

大をやっていない。先行き不透明なものですか

ら、非常に慎重になっているということです。

私、工業会のいろんな方々にもお話聞くんです

けど、思い切った投資を控えておられるという

状況でございまして、そこにもう少し展望が開

ければ、宮崎県は、先ほど来申し上げておりま

す企業立地も、ある面では食品産業を中心に順

調に進んでいるわけでございますので、県内企

業も含めてやはり投資してほしい。そのために

は事業拡大、そのために雇用吸収ということに

結びつくわけでございます。そういうのをお願

いしているわけでございます。

○長友委員 最後ですけれども、もう質問じゃ

なくて、教育委員会のほうともしっかり連携を

とっていただいて、若い方々の雇用というのに

十分気配りをお願いしたいと思います。

○満行委員長 それでは、これで終わりたいと

思います。執行部の皆さん、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時58分休憩

午前11時０分再開

○満行委員長 委員会を再開いたします。

環境森林部においでいただきました。それで

は、御説明をお願いいたします。

○吉瀬環境森林部長 環境森林部長の吉瀬でご

ざいます。よろしくお願いします。それでは、

座って説明させていただきます。

各委員御案内のとおり、本県の森林・林業・

木材産業を取り巻く情勢は非常に厳しくて、世

界的な景気後退の影響等によります木材価格の

低迷や、山村地域の過疎化・高齢化の進行に伴

います担い手の減少など、ますます厳しさが増

している状況にあります。しかし、一方では、

森林の二酸化炭素の吸収固定源としての機能に

対しまして、注目が高まっておりまして、これ

らを対象といたしました排出量取引やオフセッ

ト・クレジット制度など、新たな取り組みも始

まっております。このため、環境森林部におき

ましては、既定の制度事業等はもとより、林業

担い手対策基金等活用した新規就業者の定着・

促進支援や、森林資源の有効活用及び地球温暖

化防止の観点から、木質バイオマスの利用促進

にも取り組んでいるところでございます。本日

は、お手元に配付しております景気・雇用対策

特別委員会資料の表紙にございますように、１

の県内の林業における雇用の状況について、２

の県内の木質バイオマスの活用等、４項目につ

いて御説明をいたしたいと思っています。

私からの説明は以上でありますが、詳細につ

きましては、それぞれ担当課長から御説明申し
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上げますので、よろしくお願いいたします。

○森山村・木材振興課長 それでは、山村・木

材振興課から、資料に基づいて御説明をいたし

ます。特別委員会資料の１ページをごらんくだ

さい。県内の林業における雇用の状況について

であります。

初めに、（１）の林業就業者の現状でござい

ます。上段の表、林業就業者数の推移に、昭和55

年からの国勢調査の結果をまとめております。

表の右端にありますように、平成17年の林業就

業者数は2,311人で、65歳以上の割合が22％と

就業者の減少、高齢化が進行しておりまして、

林業就業者の確保・育成が重要な課題となって

おります。また、新規就業者につきましては、

中段の表、新規就業者の推移にまとめておりま

すように、平成15年から始まりました緑の雇用

担い手対策事業などの取り組みによりまして、

平成20年度では、新たに200人が就業している

ところでございます。参考といたしまして、下

段に、緑の雇用担い手対策事業の概要をまとめ

ておりますが、本県ではこれまでに、47の事業

体で740人が研修を受講され、このうち411人が

現在就業中でございます。今後は、これらの新

規就業者の定着をさらに促進していくことが必

要であるというふうに考えております。

次に、２ページの林業就業者の確保・育成対

策についてであります。まず、①の林業担い手

対策基金事業、予算額１億1,947万9,000円でご

ざいます。平成５年度から８年度にかけて造成

いたしました50億円の林業担い手対策基金を活

用いたしまして、林業担い手の確保・育成に関

する各般の施策に取り組んでいるところでござ

います。具体的には、表の区分の欄にあります

ように、アの人づくり、イの基盤づくり、ウの

就労環境づくりの３つを柱に、林業への就業を

目指す高校生への育英資金の貸与や、共同利用

を目的とした高性能林業機械の導入、さらには

労災保険、社会保険などの事業主負担の助成な

どを行っております。

次に、②の森林の仕事担い手新規参入等支援
も り

事業、予算額は1,980万円であります。この事

業は今年度から実施しておりますが、アの森林
も り

の仕事新規就業促進事業にありますように、林

業に就業を希望する方々への就業相談会の開催

や、林業・林産業の体験研修を行いますととも

に、イの森林の仕事就業定着促進事業にありま
も り

すように、緑の雇用担い手対策事業の研修修了

者を引き続いて雇用する林業事業体に、月額３

万円の奨励金を交付しまして、新規就業者の定

着を促進することとしております。なお、アの

就業相談会につきましては、今月28日にＪＡア

ズムで実施する予定としております。

次に、③の林業就業者リーダー養成事業、予

算額623万円であります。林業を担う技術者を

養成するため、林業、特に伐採作業に必要な林

業架線作業主任者の免許や、移動式クレーン運

転、玉掛け技術など、８つの資格を取得するた

めの研修を行っております。事業開始の昭和56

年度から昨年度末までに444名の林業作業士を

養成してきたところでございまして、本年度も

既に25名の養成研修を修了したところでありま

す。

これらの取り組みを通しまして、引き続き、

雇用環境の改善など、若者にも魅力ある職場づ

くりを進めまして、新規就業者の定着を促進す

るなど、林業担い手の確保・育成に努めてまい

りたいと考えております。

次に、資料の３ページをお開きください。県

内の木質バイオマスの活用についてでありま

す。まず、（１）の現状と課題であります。①
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の県内の木質バイオマスの発生量と利用状況に

つきましては、中ほどの円グラフに示しており

ますように、県内では、年間約91万トンの木質

バイオマスが発生しておりまして、その内訳は、

製材工場等で発生する製材残材が24万トン、建

設廃材が９万トンで、残りが、伐採現場に残さ

れている根曲がり部分や森林内に利用されずに

放置されている間伐材などの林地残材で、年

間58万トンと推計しております。右の表にその

利用状況をお示ししております。製材残材で

は91％、建設廃材では77％が利用されている一

方、林地残材につきましては、収集コストがか

さむことなどから、利用が進んでいない状況と

なっております。

このため、②の課題といたしまして、アにあ

りますように、林内に放置されている林地残材

の利用を促進すること、イにありますように、

農業など多様な分野でのエネルギー利用を促進

することなどが課題となっております。

次に、（２）のこれまでの取り組み状況であ

ります。①にありますように、県内の製材工場

などでは、平成20年度末現在、23の事業体にお

きまして木質ボイラー26基が導入されておりま

す。また、その木質ボイラーの蒸気を利用した

発電が、南郷町のウッドエナジー協同組合、都

城市の都城プレカット事業協同組合の２カ所で

行われております。

次に、②にありますように、県では、製材工

場等を対象といたしました木質ボイラー導入へ

の助成や、普及啓発のためのシンポジウムの開

催など、木質バイオマスの利用促進に取り組ん

でいるところでございます。

なお、下段の表、木材乾燥への利用状況にあ

りますように、平成19年次の人工乾燥材生産

量23万4,000立方メートルの約45％に当たる10

万6,000立方メートルが、この木質バイオマス

によるボイラーを活用して乾燥されているとこ

ろでございます。

次に、４ページの（３）の木質バイオマス利

用の最近の動きであります。①にありますよう

に、バークや間伐材などを原料とする木質ペ

レット工場が建設されております。昨年８月、

株式会社フォレストエナジー門川が操業してお

りますし、ことし12月には、チップ製造業の株

式会社三共が小林市にペレット工場を竣工する

予定と聞いております。

また、②にありますように、農業分野におき

まして、ピーマンなどの施設園芸用の木質ペ

レット加温機が、平成20年度末で７台、モデル

的に導入されております。

次に、③にありますように、株式会社旭化成

では、建設廃材や林地残材のチップを利用して、

石炭との混焼による発電施設の建設計画が進め

られておりまして、平成22年10月ごろに着工し、

平成24年７月をめどに運転を開始する予定と聞

いております。

さらには、④にありますように、南那珂森林

組合におきましては、本年８月から９月にかけ、

間伐材を利用したバイオコークスの製造実験に

取り組まれております。このバイオコークスと

は、木材や茶かす、野菜くずなど光合成由来の

原料を粉砕したものを、180度から200度の熱

と16トンの圧力をかけて製造する固形燃料でご

ざいまして、1,000度を超える高温が必要な鋳

物工場や溶鉱炉などの石炭コークスの代替燃料

として、近畿大学等で実証試験が進められてい

ると聞いております。

最後に、（４）の今後の取り組み方向でござ

います。今年度の補正予算の目玉でございます

森林整備加速化・林業再生事業などを活用いた



- 16 -

しまして、①にありますように、燃料用チップ

やペレットの製造施設等の整備を支援するとと

もに、②にありますように、未利用間伐材等を

燃料用原料として購入する費用の一部助成や、

収集運搬コスト低減のための実証的な取り組み

を支援することとしております。また、③にあ

りますように、木質バイオマスの発生や利用予

測、ボイラーの導入方法などを内容とします普

及指針を今年度中に策定いたしまして、事業体

を初め、市町村等への活用普及を図ってまいり

たいと考えております。さらに、④にあります

ように、農業分野や工業分野など他業種での活

用方法に関する情報交換や、現地調査などにも

取り組むこととしております。環境にやさしく

再生産可能であります木質バイオマス資源を有

効に活用していくことは、二酸化炭素の排出削

減はもとより、山村地域の活性化につながりま

すことから、引き続き、関係機関等と連携しな

がら、積極的な活用促進に努めてまいりたいと

考えております。

山村・木材振興課からの説明は以上でありま

す。

○水垂計画指導監 環境森林課でございます。

それでは、資料５ページのオフセット・クレ

ジット（Ｊ―ＶＥＲ）制度について説明させて

いただきます。

まず、（１）の制度の内容でございます。オ

フセット・クレジット制度は、環境省が平成20

年11月14日に創設したものであり、国内の温室

効果ガスの排出削減・吸収に係る自主的な取り

組みを通じて、一定の品質が確保されたオフ

セット・クレジットを発行することを目的とし

ております。

仕組みにつきましては、下のフロー図をごら

んください。中央の写真にありますように、間

伐により立木の成長が促進されることによる二

酸化炭素の森林吸収量や、右の写真にあります

ように、化石燃料である重油のかわりに木くず

をボイラー燃料として使うことによる二酸化炭

素の排出削減量を算定して、計画書を国の第三

者機関である認証センターに申請いたします。

認証センターでは、計画書の審査、登録、さら

には、申請者が行うモニタリングの検証を経て

認証を行い、クレジットを発行いたします。こ

のクレジットを環境対策に取り組んでいる企業

に販売して、資金を山村地域へ還元しようとす

るものです。本制度により、個人、企業、自治

体等による主体的なカーボン・オフセットの取

り組みを促進するとともに、国内の企業や自治

体等における自主的な削減・吸収に係る努力が

促進されることが期待されております。なお、

本制度は、京都議定書の温室効果ガス排出削減

取り組みの枠外となります。

次に、（２）プロジェクト内容と全国での取

り組み状況等でございます。

表の左側の区分をごらんください。本制度は、

大きくは、排出削減に係るエネルギー分野と森

林吸収源に分かれており、エネルギー分野では、

化石燃料から未利用林地残材へのボイラー燃料

代替が対象となります。取り組み件数は、クレ

ジット発行の第１号となりました高知県を初

め、計４件でございます。

次に、吸収源につきましては３つのプロジェ

クトに分かれておりまして、上段の間伐促進型

は、平成19年度以降に、森林施業計画や森林認

証に基づいて行われました間伐により増加した

二酸化炭素吸収量をクレジット対象としてお

り、取り組み件数は４件となっております。ま

た、中段の持続可能な森林経営促進型では、平

成２年度以降に、森林施業計画や森林認証に基
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づいて行われました間伐や植栽等の森林整備に

より増加した二酸化炭素吸収量をクレジット対

象としており、取り組み件数は２件でございま

す。下段の植林活動による二酸化炭素吸収量の

増大につきましては、平成20年３月末時点で森

林でなかった土地への植林が対象であり、現在

のところ、取り組み事例はございません。

次に、（３）宮崎県内での取り組み事例でご

ざいますが、現在のところ、県内でのクレジッ

ト発行事例は、住友林業の１件だけでございま

す。プロジェクトの種類は、持続可能な森林経

営促進型でありまして、美郷町西郷区と椎葉村

との境にあります会社有林337ヘクタールを対

象に、森林整備を実施した223ヘクタールで、

年間平均1,795トンの二酸化炭素を吸収すると

見込んでおります。クレジットの販売実績でご

ざいますが、10月に日経ＢＰ社へ18トン分が販

売されております。日経ＢＰ社はこのクレジッ

トを購入することにより、イベント開催に伴っ

て排出される二酸化炭素量の相殺に利用してお

ります。なお、諸塚村でも取り組みが進められ

ておりまして、村有林など約110ヘクタールの

森林を対象に、10月23日に間伐促進型で申請

し、10月29日に受理されたと聞いております。

次に、右のページの国内クレジット制度につ

いてでございます。

まず、（１）制度の内容でございます。国内

クレジット制度は、平成20年10月21日に、内閣

に設置されている地球温暖化対策推進本部によ

り創設された、国内での試行的な排出量取引で

ございます。下に制度の仕組みを図で示してお

ります。日本経団連では、地球温暖化対策の実

効ある取り組みを進めるため、大企業を中心に

環境自主行動計画を策定しておりますが、上段

の計画に参加していない中小企業等が、下段の

計画に参加している大企業等から資金や技術等

の提供を受け、共同で二酸化炭素排出削減に取

り組み、その削減分を大企業に売却し、大企業

は、自主行動計画の目標達成等に活用する仕組

みでございます。なお、クレジット発行に当た

りましては、国内クレジット認証委員会の認証

を受ける必要がございます。本制度は、京都議

定書の温室効果ガス排出削減取り組みの枠内で

ありまして、中小企業等における排出削減の取

り組みを促進することを目的としております。

次に、（２）全国での取り組み状況でござい

ます。本制度のプロジェクトの種類といたしま

しては、木質バイオマスボイラーへの更新や太

陽光発電設備の導入など、現在14種類あり、８

月18日までの申請案件は125件となっておりま

す。このうち、農林水産分野は44件で、温泉施

設や暖房等のボイラー燃料を重油から木質バイ

オマスに転換した案件が36件と、最も多くなっ

ております。また、このうち、認証されました

案件は８件で、うち、農林水産分野は１件となっ

ております。

次に、（３）の宮崎県内での取り組み事例で

ございますが、現在のところ、県内での事例は

３件でございまして、いずれも製材工場の木質

バイオマスボイラーに関した燃料転換やボイ

ラー新設であり、二酸化炭素の削減見込み量は、

一番多い工場で1,488トン、少ない工場で341ト

ンとなっております。３件とも現在審査中の段

階でございますので、クレジットはまだ発行さ

れておりません。

Ｊ―ＶＥＲ、国内クレジット、どちらの制度

も、温暖化対策を促進する新たな手法として期

待されております。特にＪ―ＶＥＲ制度は、そ

の活用により本県の森林整備の促進も期待され

ますことから、今後、制度の普及に努めてまい
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りたいと考えております。

説明につきましては以上でございます。

○満行委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑等ございましたらお願いいたしま

す。

○長友委員 ５ページのＪ―ＶＥＲ制度ですけ

れども、本県も植栽未済地の解消対策あるいは

防止対策を行っているわけです。そういうもの

はこの対象に入らないんですか。

○水垂計画指導監 このＪ―ＶＥＲ制度は、あ

くまでも自主的な取り組みでございまして、例

えば植栽未済地関係で造林していくといったも

のも、もちろんある一定規模があれば申請の対

象になります。しかしながら、申請とか後でい

ろんな検証等に結構費用がかかるということで

すので、ある一定程度の規模以上ないとペイし

ないということになります。

○長友委員 その規模というのは大体どれくら

いなんですか。

○水垂計画指導監 試算はしておりませんけれ

ども、やはりまとまった規模で何百ヘクタール

以上とか、そういったものが必要になろうかと

思います。

○長友委員 県の植栽未済地の解消対象にした

のは何ヘクタールぐらいだったですかね。

○水垂計画指導監 植栽未済地は全部で2,500

ありまして、そのうち約４割は既に解消してお

ります。あと残りの分を今年度から来年度で解

消するということとしております。

○長友委員 公共団体あたりとしてはこういう

制度は使えないと、こういうことなんですか。

○水垂計画指導監 申請者は、個人であっても、

企業であっても、団体であっても、可能でござ

います。公共団体もオーケーです。県でも市町

村でもなり得ます。

○長友委員 本県の場合も、先ほどの二千数百

ヘクタールという規模からすると、住友林業あ

たりでも337ヘクタールですから、それに十分

匹敵すると思うんですけれども、県としては特

にそういう必要はないんですか。

○水垂計画指導監 県のほうで、今、部内に研

究会を設置しまして研究しているところでござ

います。先ほど委員のほうから未済地対策とい

うお話がありました。（２）の表のプロジェク

トの内容で、吸収源のところが３つに分かれて

おりますが、一番下のほう、植林活動によるＣ

Ｏ２吸収量の増大というところでは、植栽なん

ですけれども、この分は、平成20年３月末時点

で森林でないところという条件がついておりま

して、本県はもちろん、全国的にも余り事例は

ないものと考えております。

○長友委員 クレジットが発行されれば、それ

を必要とする大企業あたりから資金が拠出され

るということですから、財源のない状況では使

えるんじゃないかという気はしますけど、条件

が合わなければなかなか難しいと思うんです。

今後とも植林等相当規模で県がやっていくとい

うことであれば、その可能性があれば、少しで

も考えてみたらいいんじゃないかという気はし

ます。

○水垂計画指導監 吸収源の中で間伐促進型と

いったものもございますので、今、研究会のほ

うで研究しておりますけれども、取り組めるよ

うであれば取り組んでまいりたいと考えており

ます。

○濵砂委員 ＣＯ２の削減量がトンで出ていま

すね、どういう計算をしているんですか。感覚

的にわからんのですが、ちょっと教えてくださ

い。

○水垂計画指導監 もともとは京都議定書から
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始まっておるわけでございますけれども、世界

的に1990年比５％削減しようというのを決めた

わけでございまして、その中で日本は６％、1990

年比。

○濵砂委員 いや、そうじゃないんです。トン

への換算はどういうふうにしてするのか。

○水垂計画指導監 木材は、大気中のＣＯ２を

吸収しまして酸素を放出しますが、吸収された

炭素自体が木材を形づくっておりまして、その

量は木材の乾燥重量の２分の１ということに

なっております。ですから、木材の容積を算出

しますと、どのくらい炭素を固定するという量

が出てきます。

○濵砂委員 木材を使った量の半分がこの重さ

であらわされると、トンであらわされるという

ことですね。そういうことですか。

○水垂計画指導監 そういうことになります。

それと、先ほど来間伐がございますが、間伐を

することによって肥大成長して蓄積がよりふえ

るわけでございますけれども、そのふえた分も

算定して炭素が幾らというのは計算上出てきま

す。

○濵砂委員 その件はわかりました。

３ページの木質バイオマスの活用についての

中の、発生量91万トンのうち林地残材が58万ト

ン、この林地残材の搬出の促進というものは考

えておられるんでしょうが、どういうものを考

えておられますか。

○森山村・木材振興課長 平成15年にバイオマ

スビジョンをつくったときに、１トン当た

り9,000円ということで試算をされていたんで

すけれども、その後、平成19年から20年にかけ

ましていろんなパターンを考えまして、例えば

林道わきに積み上げておいてまとめて収集する

とか、個別の小型の運搬車である一定の中規模

のところにまとめてきてそれを一遍に持ち出す

とか、いろんな方法を考えておりまして、現在

では、トン当たり5,000円程度ぐらいまで減少

してきております。ただし、それでもまだ林地

残材の未利用の、奥地の間伐の切り捨ての部分

を一々引っ張り出すとなると、かなりコストが

かさむような状況になっております。

○濵砂委員 立米当たり大体どのくらいかかる

もんですか。これがもしできれば、雇用創出の

意味でも、人が動いてそれを搬出していくとい

うことについてはつながっていくと思うんです

が、大体立米当たり平均的にどのぐらいかかる

ものか。

○森山村・木材振興課長 今のところ、立方当

たりで3,700円から4,000円程度。これは運搬コ

ストも入っております。

○濵砂委員 それから、太陽光と並んで最近非

常にブームになっているのが暖炉なんです。南

方ですから、宮崎には余りそぐわないかもしれ

ないんですが、暖炉というのは部屋いっぱいが

暖まるというので、これも一つの省エネ対策。

こういった取り組みというのは、南国宮崎では

そぐわんかもしれませんが、一つのＣＯ２削減

の効果としてはかなりなものがある。片方では

化石燃料を使わないということですから、その

ものについてはどうですか、どう考えておられ

ますか。

○森山村・木材振興課長 暖炉自体は、先生御

承知のように、ピンからキリまで、10万円程度

のものから、高いのは100万円近くのものもご

ざいます。暖炉自体はそのぐらいの値段なんで

すけれども、あとは部屋の中を通す配管ですと

か、火災を予防するための設備といったもので

費用が２倍程度、70万とか80万かかるというふ

うにお聞きした事例がございます。なおかつ、
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年じゅう使うというものではなくて、宮崎の場

合、限られた地域、限られた期間で使うという

ようなこともありますし、何を燃やすか、まき

を燃やすのか、ペレットを燃やすのか、チップ

というのは暖炉には余り聞きませんけれども、

そういう材料を燃料としてどういうぐあいに調

達をされるのか。山間部にお住まいの方で自分

で集めてこられてという世界で済むのか。宮崎

市周辺でまきを集めるというと、結局購入する

ことになると思いますけれども、その辺の流通

の部分、コストの部分がかさむのではないかと

いうふうに思っております。

○濵砂委員 そうなんですが、太陽光のＣＯ２

削減量とまきストーブの削減量がどうなのかと

いうことなんです。10万円の補助金を出したら、

まきストーブは半額、本体の倍ぐらい取りつけ

料がかかるらしいですから、30万ぐらいですね。

そういったものを考えたときにどうなのかな

と。豊富な山林資源がありますから、かえって

こっちのほうが感覚的にいいのじゃないかと

思ったものですから、発言したんですが、また

検討してみてください。

○外山三博委員 先日、別の委員会で名古屋の

中部空港に行ったんですが、あそこは、環境に

やさしい空港にしようという取り組みをしてお

りまして、いろんなところを見ていったときに、

ビルから張り出した見学者のスペース、相当広

いのがあるんです。そこで、床に、材木かと思っ

てみたらちょっと違うんですね。ずっと張って

あるわけです。説明する人に聞いたら、これは

プラスチックに木材の砕いたものをまぜたもの

ですということで、多分環境にやさしいという

ことで使っておると思うんですが、こういう製

品というのは宮崎県でも出てきておるんです

か。

○森山村・木材振興課長 先生がおっしゃるの

は、木材を微粉にしましてプラスチックとまぜ

てやられた、ＷＰＣと呼ばれている、ウッド・

プラスチック・コンビネーションでしたか、そ

ういう製品だと思うんですけれども、宮崎では

残念ながらそういう工場もございませんし、今

やっておりません。

○外山三博委員 この委員会で岡山県の真庭に

行ったとき、いろんな材を持ってきていろんな

大きさにして、ある程度大きいものはチップ工

場に持っていくという話の中で、今のような砕

いたものをプラスチックにまぜて利用すること

を今検討しておりますということを言われたん

です。それがちょっと頭にあるものだから。プ

ラスチックにまぜるとき、木材の粉にしたとい

うか、粉末にしたものを相当使うんですか。

○森山村・木材振興課長 私も聞きかじりです

けど、半々ぐらいで使うというふうに聞いてお

ります。

○外山三博委員 であれば、少し研究をしてみ

て具体的にどこで、工場があるからできておる

わけですから、そういうところに流せるという

ことであれば、宮崎のいろんな木材を利用する

分野が開けてくるかなと思って、一度ちょっと

詳しく状態、状況を調べておいてください。以

上です。

○長友委員 これはちょっと内容が違うかもし

れんけど、そういう技術を研究しているという

か、大学の研究室なんですけれども、そこに実

は宮崎県出身の子供がいて、青森県かどこかに

引き抜かれた。引き抜かれたというか、宮崎県

の採用がなかったんじゃないかと思うんです。

青森県に行って、木材の粉末を利用して、お椀

から何から加工していくという技術を持ってい

る人材がいたわけです。だから、そういう人材
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を今から先、特に木材資源が豊富でありますか

ら、そんな使い道があるとすれば、プラスチッ

クなんか今大変な広がりがあると思うんですけ

れども、プラスチックにまぜてやるというのは。

これはプラスチックより強いという話がありま

したね、視察に行ったときに。そういうものを

研究していく技術の研究分野というか、そこら

あたりも少し調べていただくとありがたいな

と。どこにそういう分野が広がっているかとい

うことを。これはお願いとして申し上げておき

たいと思います。

○森山村・木材振興課長 本県にも木材利用技

術センターがございますので、そちらの専門の

先生のほう、材料の分野のほうで調査をしてい

ただくようにお願いしてみます。

○野辺委員 林業就業者のことでちょっとお聞

きしたいんですが、新規就業者の推移で平成20

年が緑の雇用が66名。その他134名となってお

りますが、これは主に林業の中のどういう職種

なんでしょうか。

○森山村・木材振興課長 前職ということで、

今現在勤めておられる方の職業ということで

しょうか。造林とか間伐とかそういう分野でよ

ろしいんでしょうか。

○野辺委員 新規就業者の134名。その他と書

いてあるところです。

○森山村・木材振興課長 その他と書いてござ

います134名の方は、通常の作業班で造林とか

間伐とかそういったものに従事していただいて

おります。ちなみに40歳未満が47％ということ

になっております。

○野辺委員 上のほうの就業者数、平成17年は

出ていますね。だから、22年が出るんでしょう

が、21年、今の状況、どれぐらいの就業者になっ

ていますか。

○森山村・木材振興課長 この林業就業者数は

国勢調査のたびに調査されますので、平成22年

に調査が始まります。来年の今ごろ調査をやる

ということになっておりますので、その結果が

出るのは23年の秋ぐらいになるんじゃないかと

思っております。ちなみに、現在どのくらいい

らっしゃるのかということですけれども、この

データを見ますと、年々かなり人間が減ってき

ているという状況にございます。ただ、事業量

ですね、例えば造林の量ですとか素材生産量を

見ますと、平成17年当時と変わらない量が実績

として出てきておりますので、私どもとしては、

平成17年とほぼ同じ程度の就業者がいらっしゃ

るものというふうに思っております。

○野辺委員 今、国の施策の緑の雇用等で新規

就業者等は支えられていると思うんです。これ

が今後どうなるかわかりませんが、木材価格が

非常に低迷している中で、緑の雇用対策事業等

が打ち切られたとき、新規就業者等に対しての

考えはどうされていくんでしょうか。

○森山村・木材振興課長 緑の雇用担い手対策

事業の継続をお願いしているんですけれども、

継続がなくなったというふうに仮定すれば、２

ページの林業担い手対策基金事業、こういった

ものを基金としていただいて残しているものが

ございますので、こういったものの活用も検討

の中の一つとして視野に入れていかないといけ

ないだろうというふうに思っています。

○野辺委員 ４ページのバイオコークスのこと

ですが、この前もお聞きしたんですが、今、南

那珂森林組合で、間伐材やら林地残材等を利用

してバイオコークスの製造実験をやっておると

いうことですが、見通しとしてはどうなんで

しょうか、その辺わかりませんか。

○森山村・木材振興課長 今出てきている木質
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バイオマス資源を有効に活用するということ

は、未利用資源が使われるということと、それ

から、バイオマス資源というのは、使われない

Ｂ材とかＣ材とか、根曲がりの部分、枝葉の部

分が使えるということですので、そのあたりの

価格の底上げにもつながると思っております。

したがって、非常に有効な地域経済の活性化に

つながることだというふうに思っております。

一方で、バイオコークスに限らず、収集運搬コ

ストがかさむという欠点、それから、新たな事

業分野に投資される効果、投資対効果ですね、

この施設が５億円から10億円かかると。コンサ

ルのほうからまだ資料はいただいておりません

けれども、かなりコストがかさむ、投資がかか

ると。それに販売ルートをどういうふうにつか

むかということ。それから、このバイオコーク

スが1,000度ぐらいで燃えると。800度以上で燃

える施設でないと使途がなかなかつかめない。

今は溶鉱炉ですとか鋳物工場といったもので使

われて、用途が限られているわけですけれども、

そういう解決すべき課題がかなりあるというふ

うに思っております。

ただ、現在、北海道の恵庭市で、このバイオ

コークスを発案されている近畿大学の方と実用

化に向けた実証試験がされていると。現実に３

億程度の工場をつくられて、実用化に向けた実

証試験が始まっているということもございます

ので、その辺の成果を含めて、地域経済への波

及効果の高いものについて、我々も関係機関と

連携しながら研究してまいりたいというふうに

考えております。

○野辺委員 これが成功すると新たな雇用にも

つながっていくと思うし、宮崎県の林業の画期

的な発展にもつながると思いますので、県とし

て今後支援策を考えてほしいと思うんですが、

そのあたりについてのお考えはありませんか。

○森山村・木材振興課長 この事業につきまし

ては、国のほうも、バイオマスタウン構想をつ

くりますと、有利な補助事業とか交付金事業を

持っております。緑の産業再生プロジェクトで

はこのバイオコークスは入っておりませんけれ

ども、そういったたぐいのもの、林構事業等々

と木質バイオマス活用促進事業といったものが

今年度もございますので、そういったものの活

用についても、今後、その実用化の試験等々踏

まえまして中身について研究してまいりたいと

いうふうに思っております。

○野辺委員 木質バイオマスの活用について

は、先進事例が、先ほど言われました岡山県の

真庭とかいろいろあるんですが、バイオコーク

ス等についてはないから、これについてはぜひ

前向きに検討して取り組んでいただきたいと思

います。

○横田委員 同じく木質バイオマス利用につい

てですけど、木質ペレット工場が１件は竣工済

み、１件が近いうちに竣工するということです。

片や、ピーマンの施設園芸農家などはまだ７台

しか導入されていないということです。当然需

要があって供給が発展していくわけで、農家と

か企業の木質ペレットの加温機とかボイラーの

導入意欲はどのようになっているんでしょう

か。

○森山村・木材振興課長 園芸用の加温機が、

重油の場合、120万というふうにお聞きしてい

るんですが、木質ペレットの場合、350万ぐら

いかかるということで、一部差額について支援

は農政サイドのほうでしていただいているよう

です。ただ、今、Ａ重油がリットル当たり63円

の中で、ペレットは35円ぐらいじゃないと熱量

として等値しないそうなんですけれども、今の
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現状ではペレットがそれだけ値段が下がってこ

ない。したがいまして、施設整備するためのコ

ストは高い。また、ペレットを運用する、原料

としてもらうほうも、たけばたくほど赤字が出

るというような格好になっております。今のと

ころそういう関係で、原材料というか、燃料供

給するペレットの値段を下げていく工夫を我々

としてはせんといかんというふうに思っており

ます。いろんなモデル事業もやっておりますし、

今度、補正予算で緑の産業再生プロジェクトが

始まりますけれども、これについては、原料供

給側のほうに、一定の供給の契約を締結すれば、

ある程度のコストに対する材料の支援もしてい

こうというふうに思っておりますので、若干そ

の効果が今後あらわれてくるんじゃないかとい

うふうに期待をしております。

○横田委員 需要をふやす取り組みというのも

絶対必要だと思うんですけど、農家だけじゃな

くて、企業のボイラーの燃料としてとか、そう

いう研究といいますか、そんなのもされている

んでしょうか。

○森山村・木材振興課長 手っ取り早い方法と

しては、企業あたりの暖房とか冷房施設、今、

重油でやっているボイラーを転換していくとい

うのが一番早いんですけれども、今取り組もう

としていますのは、老人ホームですとか各町で

取り組まれている温泉施設、こういったものに

ついてのボイラーを、混焼型のボイラーにかえ

ていこうという取り組みを進めているところで

ございます。

○横田委員 ペレット工場もこうやって次々で

きているみたいですので、絵にかいたもちにな

らないように精いっぱいの努力をお願いしたい

と思います。

○松田委員 野辺委員の質問の関連で、人づく

り、基盤づくり、就労環境づくりのうち、人づ

くりでお伺いしたいと思います。緑の雇用の後

押しをする形で森林の仕事担い手の事業が県と

してあるわけなんですが、まず、１ページの資

料から、一番最後にありますね、740人の緑の

雇用対策の対象者のうち、56％が就業してい

らっしゃいます。この就業率は高いのか低いの

かちょっとわかりませんけれども、なぜ半分近

くの方が継続して就業していないのか、データ

はどうなっていますでしょうか。

○森山村・木材振興課長 １年間の緑の雇用担

い手対策事業で、20日が座学で180日が実地研

修をするというプログラムになっております。

月額９万円の助成をするというようなことで、

それよりも多く払うときには事業体が負担する

という格好になっておりますが、やめられた方

の理由を統計をとってみますと、自己都合で３

割の方が退職、賃金等の条件不一致が26％、年

齢とか健康上の理由が24％、これらを合わせま

すと約８割の方がそういう理由で、１年間研修

をしてみたけれども、どうしても自分には合わ

ないというようなことでおやめになっていると

いうのが実情のようです。

○松田委員 私も今、新卒の高校生の中から３

人ほど、林業関係で仕事をしたいという案件を

いただいていまして、各森林組合というのはど

こも手いっぱい、人員削減の方向ですので、緑

の雇用で何とか一人ぐらいというんですけれど

も、そうしますと、大概そういった方の保護者

の方は森林関係者とか多いんですが、緑の雇用

というとやっぱり敬遠されるんですね。給料の

安さもありますし、１年間ということもあるん

ですけれども。その中で、そうはいっても地元

に残りたい、その１年間の雇用で試用期間とし

て各森林関係の産業についた後に、それから開
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けるんだということもあるんですけれども、実

際のところ、連携ですね、まず、高校生あたり

が地元で仕事をしたい、その選択肢の中に林業

というのはなかなか浮上してこないわけです。

緑の雇用は林野庁の事業であるとしても、商工

観光労働部あるいは教育委員会と連携して、ど

のように子供たちにこの事業あるいは林業と

いった仕事のＰＲをしていらっしゃるのか、お

聞かせをいただきますか。

○森山村・木材振興課長 教育委員会サイドと

情報交換は密にさせていただいていますし、次

代を担う高校生の林業体験研修というのを実施

しておりまして、県内の３つの農業系の高校生

約100人、昨年は81名ですけれども、３つの学

校に体験研修を１泊２日で実施しております。

美郷町の林業総合センターで、実際に座学も行

いますし、高性能林業機械にもさわっていただ

く等、さまざまな取り組みを踏まえて林業に親

しんでいただくというコンタクトはやっており

ます。

○松田委員 そういったコンタクトはとってい

らっしゃるということで、割と高校生にも講座

等々の機会があるということを伺いましたが、

あと、２ページ、高校生への育英資金がありま

すね。21年度の計画は37人ということなんです

が、今までの実績、それから、育英資金を活用

している高校生がその後どれぐらい林業関係に

継続して就職をしているのか、お教えいただき

ますか。

○森山村・木材振興課長 貸し付けの予定は37

人となっておりまして、この方たちは、美郷町

と諸塚村と椎葉村の３町になっておりますが、

これまでに延べ1,182人がこの育英資金を貸与

されております。林業に何人就業されたのかと

いうのを今、手持ちがございませんので、また

後ほどお知らせします。

○松田委員 最後になります。先日視察に行き

ました財団法人日本立地センター、経産省の外

郭団体になります。こちらのほうに伺って、県

内の中小企業のいわゆる企業誘致ということを

テーマに伺ったんですけれども、そこで大変お

もしろい発言、コメントをいただきました。宮

崎県は宝の山だと。特に、林業国日本の中にお

いても、宮崎県の杉というのは、育成の状態に

しましても、品質にしましても、日本でも特筆

すべき財産を抱えているということで、大変将

来的に有望、今までも有望だったんでしょうけ

れども、将来性があるというふうに感じており

ます。ところが、山師さん、林業従事者が大変

減少している中で、県北の山師さんは、大分県

の企業さんが高額を払ってそちらのほうに皆出

稼ぎに行っているという状態があります。今、

希少価値じゃありませんけれども、レッドデー

タにも載るような林業といった分野ですけれど

も、県がもっと力を入れていただきまして、来

るべき宝の山が花開くときのために御尽力をい

ただきたい、このように思います。以上です。

○宮原委員 ５ページの宮崎県内の取引事例、

オフセット・クレジットですが、取引の相手先

というところで、日経ＢＰ社へ18トン販売とい

うことですが、幾らということになっているん

ですか。金額がわかりますか。

○水垂計画指導監 これは相対取引でして、１

トン当たり5,000円程度ということは聞いてお

ります。

○中野廣明委員 ５ページ、６ページ、オフセッ

ﾄ・クレジット、国内クレジット制度、これに

ついては、行政の支援、例えば補助金とかそう

いうのは全くゼロでいいわけですか。

○水垂計画指導監 今のところ、県としては助
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成はしておりません。ただ、Ｊ―ＶＥＲも国内

クレジットもそうなんですけれども、国のほう

が検証に要する経費について助成したりという

ことはやっているみたいです。

○中野廣明委員 県はゼロですか。

○水垂計画指導監 県は今のところやっており

ません。

○満行委員長 もう少し時間がありますが。

○前屋敷委員 林業も、担い手も含めて仕事が

定着しないという問題があって、給与の問題で

生活が成り立たない問題とか先ほど出されたん

ですけど、研修した方を引き続いて雇用した場

合の助成ですね、１年目、２年目、３年目とだ

んだん少なくなるんですけど、実際この制度を

利用して雇用を引き続きつないでいる事例はど

のくらいありますか。

○森山村・木材振興課長 昨年の緑の雇用担い

手の方、就業されているのが63名いらっしゃる

んです。今現在、対象としているのは60名を考

えております。この３万円、２万円、１万円と

下がっていくのは、やはり、その習熟に応じて

生産性が上がっていくだろうと。それを踏まえ

て若干落とさせていただいています。３万円と

いうのは、全産業の平均の給与が26万円、林業

の平均価格が21万円ということで、その差額の

２分の１を企業のほうにお願いして、継続して

雇用していただこうという仕組みにしておりま

す。

○前屋敷委員 雇う企業のほうからの要望など

は、この点については出ていませんか。もう少

しここを厚くするとか、今後の課題でしょうけ

ど、雇用を確保するのと同時に、やはりそこで

仕事を定着させていくという意味でも、この辺

のところも制度として充実させることも必要か

なと思うんですけど。

○森山村・木材振興課長 冒頭にも御説明しま

したように、これは今年度から始めた事業でご

ざいまして、企業の今のあたりからすれば、か

なり助かるということで、これが継続して２年

目、３年目というふうにつながっていけば、緑

の雇用でぶち切れるという話じゃございません

で、続けて就業の促進に私どもとしてはつなげ

てまいりたいというふうに思っております。

○前屋敷委員 今後の推移も見ながら進めない

といけないことですけれども、やはりここを重

視する必要はあるかなというふうに思いました

ので、質問しました。

○森山村・木材振興課長 先ほど松田委員のほ

うから、何人が林業に就業しているかというこ

とで、データがありましたので。

1,182人が奨学資金を貸与されているんです

けれども、その後、1,182人のうち19年度まで

に464人の方が卒業されています。その方たち

のうちの約１割、40人近くが林業に就業されて

おります。そのほかの方は、大学に進学された

り、林業以外に就職されている方もいらっしゃ

いますけれども、上の大学に進まれたり、そう

いう状況になっております。

○松田委員 ありがとうございます。1,182人

中464人が卒業で、40人が就業でしたね。そう

しますと、上部学校に進学した方は別として、

他の業種に就職された方、いわゆる林業界以外

に就職された方の育英資金の取り扱いというの

はどうなっているんでしょうか。

○森山村・木材振興課長 育英資金につきまし

ては、借りられた年数の３倍で返していただく

というふうになっておりまして、据え置き期間

を卒業されてから２年持たせております。その

後、林業に１年以上つかれた方については、１

年間分の育英資金を免除するというふうになっ
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ておりますので、その辺の差をつけております。

林業以外につかれた方については、元どおりお

返ししていただくというようなことになってお

ります。

○松田委員 最後になります。せっかく育英資

金まで活用されるんですから、林業へという意

識を持っている学生さん、保護者の方だと思う

んです。少ないと思うんですが、この方々が林

業界へ就業できなかった理由、先ほど理由を聞

きましたけれども、その辺の統計はございます

か。

○森山村・木材振興課長 今のところそういう

統計はございません。個人の御都合で、地元に

帰りたいけれども、職がないとか、そういう状

況だと思うんですけれども、特別にアンケート

をとったりというものはございません。

○松田委員 先ほどの自己都合ですとか、給与

面、賃金待遇面ということが主な理由になって

くるかと思うんですが、当然、その辺の分析な

どしっかりしてしておくべきだろうと思います

し、また、それを反映しまして、県内の林業に

どう支援していくべきかという大きなデータに

もなるかと思います。よろしくお願いいたしま

す。以上です。

○満行委員長 予定した時間が来ましたので、

これで終わりたいと思いますが、よろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 それでは、これで終わりたいと

思います。執行部の皆さん、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後０時１分再開

○満行委員長 委員会を再開いたします。

まず、協議事項１の次回委員会についてであ

ります。次回委員会の執行部の説明、資料要求

について何か御意見、御要望はありませんか。

あと２回ですね、予定されている特別委員会は。

特になければ、正副委員長一任ということでよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 それでは、そのような形で進め

させていただきます。

協議事項２のその他でございますが、皆さん

からございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 それでは、次回の委員会は11月

定例会中、事務局案では12月９日水曜日となっ

ておりますので、よろしくお願いいたします。

以上で本日の委員会を閉会いたします。あり

がとうございました。

午後０時３分閉会


